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 大町ダムは，大町ダム等再編事業の一環である洪水調節として，東京電力リニューアブルパ

ワー株式会社（以下，東京電力RPとする）が管理する高瀬ダム及び七倉ダム（以下，高瀬・七

倉ダムとする）との３ダム連携による洪水調節容量を活用した運用を実現するため，ダム管理

用制御処理設備（以下，ダムコンとする）等の改修等を行った．本稿では大町ダム及び高瀬・

七倉ダムの改修後のダムコン等の概要とそれまでの経緯を報告する． 

 

キーワード 大町ダム等再編事業，３ダム連携，鍋底調節方式，操作権切り替え，ダムコン 

 

 

1.  はじめに 

(1)   高瀬川流域の概要 

高瀬川は信濃川上流部に位置し，日本アルプスの雄峰

槍ヶ岳を源とし，犀川に合流するまでの流域面積445km2，

流路延長56kmの河川である．犀川合流部から上流25km地

点に大町ダムが，さらに上流には東京電力RPが管理する

高瀬・七倉ダムがある．（写真-1） 

 

写真-1  高瀬渓谷にある３ダム（国土地理院より） 

 

高瀬川流域は，糸魚川－静岡地質構造線（フォッサ･

マグナ）の西側に位置し，はっきりとした断層地形を示

しており，高瀬川の谷は厳しい気象条件による浸食作用

と地下からの熱作用，花崗岩を主体とする地質等から崩

壊が発達し，高瀬ダム上流の不動沢等は土砂生産の根源

となっている．また，高瀬川は槍ヶ岳をはじめとする

山々が取り巻き，西側（富山県，岐阜県側）は緩やかで，

東側の長野県側が急な非対称地形となっており，急勾配

なＶ字谷であることも相まって，豪雨により上流域に降

った雨が一気に流れ込み，度々の洪水被害を起こしてき

た． 

 

(2)   大町ダム，高瀬・七倉ダムの概要 

 大町ダムは，1967年に予備調査を開始して1977年にダ

ム本体工事に着手．1986年に竣工した多目的ダムである． 

高瀬ダムと七倉ダムは，1971年にダム本体工事に着手，

1978年に竣工した発電用ダムであり，上流に位置する高

瀬ダムと下流に位置する七倉ダムの間に新高瀬川発電所

を設けて揚水式発電を，さらに七倉ダムの下流に中の沢

発電所を設け発電を行っている．  
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表-1  ３ダム 諸元比較表 

 

(3)   大町ダム等再編事業の概要 

 2006年7月洪水を契機に，高瀬川の既設ダムを活用し

た治水対策に関する検討が進められ，2014年1月に作成

された「信濃川水系河川整備計画」1において『大町ダ

ム等の既設ダムを有効活用し，新たに洪水調節機能を確

保することについて，調査・検討の上，必要な対策を実

施』1することが位置づけられた． 

そして，2015年に実施計画調査に着手，2020年に建設

段階に移行した「大町ダム等再編事業」の概要は，『高

瀬・七倉ダムの発電容量及び，大町ダムの水道容量の一

部を活用し，新たに洪水調節容量を確保』2し，『高瀬

川や犀川沿川はもとより，千曲川本川にも十分に洪水調

節効果が発揮』2させることと併せて，『安定的に治

水・利水機能が確保されるよう，発電事業者と共同でダ

ムの流入土砂対策を行うこと』2を検討，実施する内容

としたものである． 

 

 

2.  改修の背景 

(1)   2006年7月洪水と特例的操作 

 2006年7月の豪雨では，犀川の「陸郷水位観測所」に

おいて避難判断水位を超え，さらに上昇して越水するお

それがあった．そのため，大町ダムと高瀬川，犀川上流

の合わせた３つの発電用ダムが連携して，可能な限り放

流量を抑え，洪水を貯留するという特例的操作を行い，

下流域での水位上昇を抑え，被害低減を図った． 

 この特例的操作が「大町ダム等再編事業」への契機と

なった． 

 

写真-2  安曇野市明科萩原地区での状況 

（堤防天端まであと50cmまで水位が迫った） 

 

(2)   洪水調節容量の確保 

 前述1.(3)で「大町ダム等再編事業」の一つである洪

水調節については，大町ダムが既に洪水調節容量として

2,000万m3を確保していたが，さらに大町ダムの水道容

量（180万m3）から67万m3，高瀬・七倉ダムの発電容量か

ら1,200万m3の計1,267万m3が加わり，合計3,267万m3の洪

水調節容量が確保されることになった．（図-1） 

 

(3)   鍋底調節方式への操作方式の変更 

大町ダムでは従前，操作方式は「定率定量調節方式」

であったが，前述2.(2)の洪水調節容量を用いて，高瀬

川をはじめとする大町ダム下流の河川に対し，大町ダム

と高瀬・七倉ダム（以下，３ダムとする）の連携による

最も効果的な洪水調節方式を検討した結果，「鍋底調節

方式（バケットカット）」に変更することとなった．

（図-2） 

 

図-1  容量再編イメージ図 

 

 

 大町ダム 七倉ダム 高瀬ダム 

形 式 

重力式 

コンクリー

トダム 

ロックフィルダム 

堤 高 107m 125m 176m 

堤 長 標 高 EL.906.0m EL.1,054.0m EL.1,283.0m 

堤 頂 長 338m 340m 362m 

総貯水容量 33,900,000m3 32,500,000m3 76,200,000m3 



 

 

図-2  定率定量調節方式と鍋底調節方式 

 

 

3.  改修の内容 

(1)   ダムコン改修への課題・条件 

 ３ダムコン改修への主な課題・条件は以下の通りであ

る． 

① 高瀬・七倉ダムのダム諸量は，当時の東京電力RP

高瀬川事業所（以下，高瀬川事業所とする）に設置され

ているダム集中監視制御装置（以下，事業所システムと

いう）が演算をしているが，東京電力RPの内規等で社外

とのネットワーク接続が認められていないために演算デ

ータの取得は不可である．② 再編後の高瀬・七倉ダム

での洪水吐ゲート操作は，大規模洪水時に国土交通省

（以下，国交省とする）の運用となるが，国交省が洪水

吐ゲートを操作する際に，既設の遠方操作設備を共用す

ることは認められていない．加えて，高瀬・七倉ダムに

おける操作権は，東京電力RP・国交省双方から遠隔制御

で切り替えることが求められている．③ 大町ダムの放

流方式が「定率定量調節方式」から「鍋底調節方式」へ

変更するにあたり，この放流方式は，予測流入量を考慮

した放流減少時期及び放流増加時期の判断が必要になる

が，管理者の負担増や開始/停止時期判断の遅れ等が懸

念される．④ 大町ダムのダム管理用制御処理設備は

2014年度に更新され，設計時においては保守部品の保有

期限超過等により，障害発生時の機能の保有・維持が困

難な状況となっており，さらに処理の中枢を担うFA-PC

のOSもサポート終了を迎え，ソフトウェアの改修が困難

な状況であった．  

 

(2)   改修等設計 

 a)  大町ダムコン設計 

 設計における前提条件として，再編運用に必要な処理

装置，特に中枢を担う処理装置等，最小限度の機器に範

囲を限定する部分更新を行ったうえでソフトウェア改修

を行うことで既存ソフトウェア改修の工数の削減を図る

こととした． 

 併せて，千曲川河川事務所から「ダムの洪水吐きゲー

トに係る遠隔操作の導入指針（案）」に適合した遠隔操

作が可能なことが追加された． 

 これらの条件を踏まえた上で，主な改修内容は以下の

ものとなった． 

前述3.(1)の課題③について，まず，ここでいう「鍋

底調節方式」とは，全流入量が洪水調節開始流量以上と

なり，犀川下流陸郷水位及び千曲川本川の生田と杭瀬下

の水位が避難判断水位を超過するという２つの条件を満

たしたときに貯留操作による洪水調節を行う放流方式で

ある．そのうえで，大町ダムコンへは，通常運用から鍋

底調節方式へと放流方式の制御移行要求の出力及び放流

方式の自動移行のほか，既存の定率定量調節方式単独で

の運用を可能とするのに必要な操作演算処理を行うため

に，放流操作装置への操作演算処理の変更と操作演算移

行要求表示の追加というソフトウェア改修を行うことと

した． 

そして，管理者への運用支援として，流入量予測及び

放流・貯水位予測等の不可欠な支援情報を提供するため，

流出予測装置の新設，流入量予測や放流・貯水位予測処

理のソフトウェア開発，大町ダム諸量の流出予測装置向

け配信と高瀬・七倉ダム諸量の収集及び流出予測装置向

け配信の追加とする機器の新設，追加ソフトウェア開発

及び改修を行うこととした． 

 これらにより前述3.(1)の課題④も解決することがで

きた．改修内容に対応する概要図を図-3に示す． 

 

 b)  高瀬・七倉ダムコン設計 

再編後の高瀬・七倉ダムでは，各ダム管理所からの遠

方操作を基本とするが，当該管理所への入所が困難な場

合に備えて遠隔制御を可能とすることが設計条件の一つ

に挙げられた． 

図-3  大町ダム ダム管理用制御処理設備改修概要図 



 

 

前述3.(1)の課題①で述べたように，東京電力RPから

演算データを取得することができないため，高瀬・七倉

ダムコンで演算処理を行うこととした．この設計におい

て特出すべき処理内容として，雨量・河川水位・流量に

関する流域水文量演算処理については大町ダムコンで演

算処理を行い，その結果を使用することとした．  

また，放流判断支援・流出予測処理は，算出する予測

流入量を利用して洪水調節（ダム運用予測）による，予

測放流用及び予測貯水位をダム管理支援情報として提供

することとした． 

そして，放流設備の操作方式の優先順位は，図-4に示

すとおり，現場に近い側（左側）の操作方式を優先する

とした．この方法により，双方がダムコンの保守点検時

には既設遠方監視制御盤の「遠方/遠隔」切換スイッチ

を「遠方」にすることで，安全性を確保して実施するこ

とが可能となる． 

図-4  操作方式概念図 

 

放流操作装置の設置場所は，大町ダムへの設置案もあ

ったが，洪水時に職員が高瀬・七倉ダムの各管理所に参

集してゲート操作する形態や標準仕様書との整合性，信

頼性・安全性の観点から比較検討を行い，高瀬・七倉ダ

ムに設置する方式を採用した．そして，大町ダムと千曲

川河川事務所に遠隔操作設備を設置することとした． 

 c)  高瀬・七倉ダム機側操作盤・付帯設備設計 

前述3.(1)の課題②で述べたように，再編後の高瀬・

七倉ダムでは，洪水時に国交省が既設の遠方操作設備を

使用（共用）して洪水吐ゲートを操作することが認めら

れていない点について，設計段階では国交省側で洪水調

節用として新たに機側操作盤を整備してダム管理所管理

設備に接続することとした． 

また，前述3.(1)の課題②後段の操作権を東京電力

RP・国交省双方から遠隔制御で切り替えることが求めら

れている点は，東京電力RP・国交省双方のダムコン，遠

方操作装置，遠隔操作装置で操作権の切り替えを可能と

することとした．東京電力RP・国交省間の操作権につい

ては，操作権を保持している場合のみ切り替え操作を有

効とし，操作権を保持していない場合は切り替え操作を

できないものとした．  

 

 d)  ３ダム間通信回線設備設計 

３ダム間の通信回線は遠隔操作の導入指針に従った光

回線と多重無線回線の構成を必須条件とし，以下の通信

回線を想定した．（図-5） 

① 七倉ダム～大町ダム間の多重無線回線 

② 高瀬ダム～七倉ダム間の多重無線回線 

③ 高瀬ダム～大町ダム間の土砂輸送トンネルを利用

した光回線 

④ 高瀬ダム～七倉ダム～大町ダム間の東京電力RPか

らの芯線借用を含む光回線 

 

図-5  ３ダム回線構成イメージ図 

 

これをベースに光ケーブル設計と多重無線設備設計が

行われた． 

③の土砂輸送トンネルを利用した光回線は，トンネル

（約11km）内に『配線ラック』の設置が計画されている

ことを確認した．④の高瀬ダム～七倉ダム～大町ダム間

は架空配線を基本として，既設光ケーブルと新設光ケー

ブル（SM-40C）を県・市道及び東京電力RP管理道路に沿

ったルートとした． 

無線回線は，多重無線回線での設計を行っていたが，

代替回線として設計した4.9GHz帯無線LANに変更・採用

した．設計段階で採用した無線回線構成は，七倉ダム～

高瀬ダム間は七倉ダム管理所と高瀬ダム左岸無線局の間

に中継所として七倉尾根無線中継所を設け，高瀬ダム左

岸無線局には無線装置と高瀬ダム管理所向けの光回線設

備を，七倉尾根無線中継所の無線設備は高瀬ダム左岸無

線局と七倉ダム管理所をそれぞれ対向する形で２式設置

という構成にした．大町ダム～七倉ダム間は大町ダム管

理所と七倉ダム右岸無線局の間を既存の小熊山中継所が

中継，七倉ダム右岸無線局には無線設備と七倉ダム管理

所向けの光回線設備を，既存の小熊山中継所には大町ダ

ム管理所向けと七倉ダム右岸無線局をそれぞれ対向する

形で２式設置という構成にした．（図-6） 

 

図-6  無線LAN回線のルート図 

 

 また，ダムコンの付帯設備等としてCCTVや電源・電話

設備，建屋等の設計業務が行われた． 

 



 

 

 

4. ダムコン改修等工事 

(1)   大町ダムコン 

工事の概要は，ダムコンの老朽化した処理部・記憶部

の更新と放流方式の追加及び流出予測装置の増設，千曲

川河川事務所から大町ダムのゲート操作ができるように

遠隔操作設備を追加するものである． 

このように部分更新・新設となったため，更新対象外

の入出力装置と，更新する放流操作装置間でのデータ変

換を行うために変換装置を新設した．放流操作装置～入

出力装置間では，放流設備を操作するための開閉信号及

び制御信号等をFL-netで受け渡すこととした． 

 

(2)   高瀬・七倉ダムコン 

工事の概要は，高瀬・七倉ダムコン新設を行うもので

あり，主な施工内容は以下の通りであった． 

① 高瀬ダム ダム管理用制御処理設備 新設 

② 七倉ダム 同上 

③ 大町ダム 遠隔監視操作設備（高瀬・七倉ダム）

新設 

④ 千曲川河川事務所 同上 

設計段階との相違点として，前述3.(2)のc)の機側操

作盤は整備せずに機側伝送装置（PLC）を整備した．国

交省で整備したPLCと東京電力RPで整備したPLC間をFL-

netで接続することで，高瀬・七倉ダムにある東京電力

RPの機側操作盤を制御することとした． 

(1)の大町ダムコンの改修及び(2)の高瀬・七倉ダムコ

ン等の新設後のシステム構成概要は図-7に示す． 

 

(3)   付帯設備 

高瀬・七倉ダムコン等新設に伴い，光ケーブルの敷設

を行った．前述3.(3)のd)の④高瀬ダム～七倉ダム～大

町ダム間のルートでは東京電力RPからの芯線借用で設計

をしていたが，空き芯線がないために自営回線として新

規敷設を行った．大町ダム管理所～七倉ダム管理所～東

京電力RP七倉ゲート～高瀬ダム管理所までの約14.5kmを

敷設したものであり，トンネル添架や屋内配線を除いた

ほとんど区間が架空配線である． 

なお，前述3.(3)のd)の③高瀬ダム～大町ダム間の土

砂輸送トンネルを利用したルートは，2023年に当該トン

ネルの掘削に着手，現在も施工中であるため，未着手で

ある． 

また，大町ダムコン及び高瀬・七倉ダムコンの３ダム

コン遠隔操作装置等新設に伴う無線LAN設備・IPネット

ワーク設備の新設を行った． 

無線LANは，前述3.(3)のd)の①と②の設計時の無線回

線・構成にほぼ沿う形ではあるが，大町ダムから七倉ダ

ム右岸無線局の疎通がとれたことから，小熊山無線中継

所を無線LAN回線のルート上から外している．また，大

町ダム管理所，七倉右岸無線局，七倉ダム管理所，七倉

尾根無線中継所，高瀬ダム左岸無線局の計5箇所に無線

図-7  システム構成概要図 



 

 

局として屋外用無線LANアクセスポイントを新設，七倉

ダム右岸無線局～七倉ダム管理所と高瀬ダム左岸無線局

～高瀬ダム管理所の間は光ケーブルを敷設した． 

通信回線構成を図-8に示す． 

 

図-8  通信回線構成図 

 

 高瀬・七倉ダムのダムコン等新設に伴い，高瀬・七倉

ダムの両管理所での電源設備（配電盤等の盤と無停電電

源装置）及び非常用発電設備（燃料槽・燃料移送制御盤

等）の製作・設置・配線配管等を行った． 

 なお，七倉尾根無線中継所の電源供給は，配電線の敷

設を机上設計した結果，敷設距離が1.3kmもあったため，

維持管理性と施工性に優れる「太陽光発電設備＋蓄電池」

を採用した． 

5. おわりに 

 ３ダムコン等改修後，令和7年度に初めての出水期を

迎えたが，脱稿現在，３ダムが連携運用する大規模な洪

水は発生していない． 

 その間，東電の事業所システムで演算された高瀬・七

倉ダムの流入量・放流量と国交省の高瀬・七倉ダムコン

で演算された流入量・放流量の差異を確認し，その差が

著しいときがあったために，原因を探求して必要な改修

を行うことができた． 

 今後も運用をとおして総合試験では検知できなかった

不具合への対応等，３ダム連携運用に備えた適切な運用

保守を継続していきたい． 
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